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氷見市液状化対策について（解説版） 
１．被害状況                                

令和６年１月１日に発生した地震により、氷見市街地では、家屋の倒壊、液状化が発生し
た。北の間島より、南の比美町、上庄川沿岸の加納町の区域を液状化調査エリアとして現地踏
査した。調査の結果、一般家屋の他､道路･上下水道等の社会インフラに多数の被害があった。 
  
 
 
 
 
 
 
 

国土地理院における基盤地図情報(数値標高モデル５m メッシュ 国土地理院)と UAV レーザ
計測(令和６年７月 11〜12 日計測)結果を比較した結果､液状化調査エリアでは最大 30cm 程度
の沈下が確認された。また、噴砂・めり込み沈下についても確認できた。 

 

 

２．地震規模について（地震動の設定）                    
 地震の状況として、氷見市において観測された震度は５強であった。 

 
 
 
 
 

近隣自治体における液状化の検討では、羽咋
市 250gal、高岡市 220gal、射水市 220gal、富山
市 200gal の加速度が設定されている。近隣自治
体における液状化の検討に用いる最大加速度の
設定値も踏まえ、氷見市の液状化検討に用いる
最大加速度を設定した。 

観測所近傍における地震による変状を考慮し
て、最大加速度は南北方向、東西方向ともに
260gal 程度であることから、液状化検討に用い
る加速度は 260gal とした。  

 

 

地盤変状計測図（UAV レーザー計測） 

噴砂・めり込み沈下の状況 

令和６年能登半島地震 
・発生日時：2024 年（R6）1 月 1 日 16 時頃 
・マグニチュード：7.6 
・最大震度：５強 
・震央位置：北緯 37 度 29.7 分、東経 137 度 16.2 分 
・震源深さ：16km 
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３．地形の変遷                               
 下図より、氷見市市街地の沿岸部の
地域は、海岸付近の海流が時計回りに
流れていることから、南側から北に向か
って砂堆が発達している。砂堆が発達す
ることで余川川及び上庄川河口部で
は、河川が流下阻害をおこすため、砂
堆手前で排水不良の地域が広がってい
る（青破線で囲んだ部分）。栄町と北大
町の間には、砂堆の発達が弱まった場
所がある（紫破線の囲い）。この地域
は、旧余川川が海に流れ込んでいた場所
に該当する（古い航空写真でも確認）。 

 
1960 年代に米軍が撮影した空中写真、昭和 47 年（1972）の地形図、及び明治 43 年測量図

（昭和 9 年に修正：5 万分の 1）を収集。さらに、氷見市博物館所有の江戸時代の絵地図など、
三つの時代の地形情報及び加納史話から読み取った旧河道の分布を重ね合わせて旧河道の位置
を推測した。明治 43 年の地形では、上庄川がかなり蛇行している様子が判る。 

これらの旧河道情報と能登半島地震時に噴砂現象が確認された場所の情報を重ね合わせた。
これにより、現在の上庄川だけでなく、旧河道に沿って噴砂が確認されている場所が多くある
ことが確認できる。 
 また、古地図に示される地名には、「渕野」「古江」など、入江や川岸を示す地名が存在す
る。 

 
 
４．地層（ボーリング）特性                         

既存の調査結果を含め、当該区域における地質調査結果のある位置を整理した。被災後実施
したボーリング調査含めて９６本のボーリングデータから８４本の資料を用いて液状化危険度
判定の対象とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・表層近くの堆積物は、砂層の下端が大きく波打つ 
・深く突出している部分は、上庄川の河道による下方浸食跡と推察 
・上庄川の周辺では、シルト混じりの砂が分布（紫囲み） 
・同様のものは余川川の付近にも見られ、河川性堆積物である可能性を推察 
・それ以外の地域では、比較的砂粒子主体であることから、砂堆の堆積物であ

ると考えられる 

・標高 0m 付近に礫を含
む砂あるいは礫層が部
分的に存在する 

・この層は、1〜3cm 程
度の礫が少し混ざる程
度のもの 

・礫層の上に分布する砂
層は N 値が小さい砂で
2〜3m 程度の層厚があ
ることが読み取れる 

地質縦断図 

旧河道情報と噴砂現象の重ね合わせ図 

諏訪野 

栄町 

北大町 

中央町 

米軍撮影１９６０年代 

いきいき元気館 

水田の広がり 
（旧河道を埋め立てたと推測） 

現国道４１５号 
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５．地下水の状況（海水影響含む）                      
地震後に設置した観測井（3 箇所）による水位観測結果と降雨量の関係を整理した。いずれ

の観測井も降雨に敏感反応し水位が上昇している。12 月 1 日〜3 月 15 日までの期間は積雪時期
であり、地下水位はこの時期にやや高くなる傾向が読み取れる。 

地震前日（30mm）と同等の降雨のあった 2024 年 9 月 22 日では、29mm、約 30mm の降雨
を記録。この時の地下水位は 25〜30cm 上昇している。また、2024 年 11 月 2 日に 75.5 ㎜の降
雨が記録されており、この時には、地下水位は 70cm 程度上昇。当該箇所では、降雨により敏
感に地下水位が変化することが判る。 

 
既存ボーリング柱状図に示

された孔内水位を標高値に変
換した分布図より、下図に示
すような分布が読み取れる。  
 ただし、調査時期前後の降
雨量が異なること、孔内水位
測定の誤差、及び調査後の地
形改変等により，地下水位は
現状とは大きく異なることも
考えられる。 
 
 
 

当該地域の地下水の海水影響について調査した。調査の結果から、旧海岸護岸の西側では、
海水の影響をほとんど受けていないことが確認できた。 

調査位置  B1：比美乃江公園内（間島）、 B2：比美町地先、 B3：芸術文化会館駐車場 
 

 
 
６．液状化判定方法及び結果                          

液状化の発生は、地盤内の地下水
圧が上昇し噴砂が生じるばかりでな
く、右図のように建物を支える地盤
の力（支持力）が低下することで、
建物や電柱のような重い構造物は沈
下・傾斜し、噴砂の他、軽いマンホ
ールや下水管のような地中構造物は
浮き上がる等、様々な被害が生じ
る。   

地盤の液状化判定は「市街地液状
化対策推進ガイダンス」（国土交通
省）に基づき実施した。              図.液状化の発生模式図 

                     

地下水分布の特徴 

 河川沿いで標高が低くなる 

 旧海岸付近で低くなる（ほぼ標高０ｍ近く） 

 上庄川と余川川の間は少し高くなる 

 陸側から海側に向かって緩やかに低くなる 
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「市街地液状化対策推進ガイダンス」（国土交通省）によれば、『宅地の液状化被害可能性の
判定手法として、FL 値を基に算定される非液状化層の層厚（H1）と地表変位量（Dcy 値）、又
は液状化指標値（PL 値）から液状化被害の可能性を判定することができる』。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
この結果から上の判定図より、「A：顕著な被害の可能性が低い」、「B：顕著な被害の可能性

が比較的低い」、「C：顕著な被害の可能性が高い⇒噴砂やめり込み沈下」の 3 ランクで判定す
る。』とあり、これに準じて、当該地域の既存ボーリングデータを用いて判定した。 

 判定の結果については、下図に示すとおりである。

 

地下水位を３ｍ低下させることにより液状化を防止することを想定した場合、対策効果が得
られるかについて検証した。判定結果については、下図に示すとおりである。 

検証の結果、全
ての箇所において
A〜B3 以下の判定
が得られ、液状化
の危険度が低下す
る結果が得られ
た。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
また、内閣府においては、めり込

み沈下など液状化等の地盤被害によ
る被害対して、左図の流れで、被害認
定することとしている。 
 

 
※「めり込み沈下」とは 

地震によって地盤が液状化し、そ
の上に乗っている建物や構造物が沈
み込む現象のこと 

 
 
 
 
 
 
 
 

顕著な液状化判定の例 

表.公共施設・宅地一体型液状化対策工法 
における効果の目標値の設定 
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７．対象範囲の設定                             
液状化危険度判定の結果、噴砂等の液状化現象の状況を勘案して、対策範囲を選定した。具

体的には、下表の考慮内容を反映させた結果、下図のとおり選定した。

 

 
＜検討結果＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

８．工法の選定                               
液状化対策工法の代表的なものから、東日本大震災以来実績のあった工法を選定し整理した。

「公共施設の復旧と一体的な液状化対策」として実績が多く、効果の期待できる有効な対策工法
として、住民への工事費負担の軽減が可能な地下水位低下工法（ドレーン工法）を選定した。 

 
液状化対策工法には様々な種類があり、それぞれに実績がある。主な工法としては、上表に

あるように、地下水を下げる排水工法、地盤を改良する締め固め工法が挙げられる。 
今回の「公共施設の復旧と一体的な液状化対策」としては、道路等に被害があった区域の道

路下に排水管を設け、地下水を下げることで、沿道の宅地の地下水も下げ、道路と宅地の一体
的な液状化対策を行うものである。 

＜地下水位低下工法＞        ＜地下水位低下工法における課題＞ 
地区全体の排水計画の見直しを伴い、一般

的には既存の排水施設とは別系統の排水施設
（道路内の函渠施設等）、地下水位を一定に保
つためのポンプ施設、及び他地区からの地下
水遮断のための止水壁等が必要。 

また、粘性土層が厚く堆積している地区にお
いては、長時間にわたる圧密沈下の発生が懸
念。 

出典： 「市街地液状化対策推進ガイダンス」（国土交通省）より 
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９． 今後の流れ                               
氷見市ではこれまで、学識者による検討委員会を４回開催し、様々な方向から液状化被害の

確認、被害原因、対策の方向性等について検討。 
これらを踏まえ、今後は、下図のように進めていく予定である。 
 

 
 
 
 
 
 

１０．実証実験の内容                              
地下水位低下工法の対策効果と周辺への影響を確認するための実験は重要である。実証実験

の規模、場所等については、今後検討する予定。参考に、本年５月に見学会が実施された金沢
市の実証実験の計画を示す。 

 

 
 
 
＜断面イメージ＞ 
 氷見市においては、道路下に排水管（ドレーン管）を埋設することを前提に検討。 
 

 

写真：模擬家屋の構造 


